
















This paper argues on the protection of trademark parody.There is the peculiar problem in
trademark parody.Therefore I consider the two doctrines of trademark protection.The two
doctrines are namely confusion doctrine and dilution doctrine. Further this paper also consid-
ers resolution by copyright law's doctrines in the case where trademark parody was made by
using part of work (as having copyrightability) of original mark. However these doctrines are
insufficient to satisfy parodist's constitutional interest. Finally I conclude that freedom of ex-
pression resolves the conflict between the trademark owner's interest and the parodist's inter-
est by accommodating those.
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標法上の使用につき異なる判断がくだされた事例として、ポパイシャツ事件がある。 (大阪地判昭和51- 2 -24、東
京地判昭和49・4・18)
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Coca -- Cocaine (346 F, Supp.1183.)
クレジット・カードに関するものとして、
VISA-- VISTA (追憶、回想)、 MASTER-- WASTER (浪費者)
AMERICAN EXPRESS -- AMERICAN EXCESS (超過)






























































































































































15) 1940年代の終わり頃からおよそ半分の州がModel State Trademark Bill Section 12に記載された「稀釈化防止法
(anti-dilution)」条項にならった規定を設けている。 Shaughnessy, supra notel3, p・1087.なお、名声が傷つけら
れる点に関しては、商標法39条、特許法106条、不競法7条参照。






























































21)伊藤　公- 『憲法概要[改訂版]』法律文化社、 1994、 55頁0
22)実際には、小市民の世界からブルジョワのそれへと移行するにつれ、経済力を有する者に対して、その財産的基盤
にもとづき、財産権のみならず精神的自由権は、有利にはたらくことになったという経路があるにせよ[渡辺　洋








































25) Zacchini v.Scripps-Howard Broadcasting Co. , 433 U.S. , p.574-575.

































































34)榎原、前掲、 32貢　Melville B.Nimmer, The Right to Speak from Times to Time: First Amendment Theory

































40) 1970年代始めのものとして、 Pittsburgh Press company v.Pittsburgh Commision on Human Relations, 413 U.
S.376 (1973).があり、当亥年代の終わりのものとしては、 Virginia Pharmacy Board v.Virginia Citizens Con-
sumer Council, 425 U.S.748 (1976)があるOなお、 Rome and Roberts, "Corporate and Commercial Free
Speech", Quorum Books, 1985, p.1-7.参照。
41)土居　靖美「アメリカにおける商業広告による表現の保護基準」愛媛法学会雑誌11巻2号20貢0
42)土居、前掲、 20-21貢.
43) Rome and Roberts, supra note40, p.126-128.
44)土居、前掲、 16-17貢。
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六　著作物を利用した商標パロディ
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元の商標のなかには著作物であるものも当然予想されるわけであり、このような商標を利
用してパロディ化した場合には、著作権法についても検討しなければならない。表現をかえ
るならば、商標パロディが著作物をも利用してなる場合には商標法や不正競争防止法のほか
に著作権法をもあわせて考察する必要が生じる(民法の不法行為の要件を充足していればそ
れについても考慮すべきことはいうまでもない。)0
著作権法上考慮すべき権利としては、著作権と著作者人格権ということになろう。つまり、
著作権では複製権、変形権、二次的著作物の利用に関する原著作者の権利が、そして著作者
人格権(氏名表示権等についてはあえてふれない)では同一性保持権がとくに問題となるが、
ここでは大まかな検討を試みることにする45)。
まず、著作物を利用することに関しては、引用についての検討が必要になる(著作権法32
条1項)。著作物の引用は、 「公正な慣行に合致するもの」であること、および、 「--・批評、
研究その他の引用の目的上正当な範囲内で行われるもの」であることの要件をすべて満たし
ていれば著作権侵害を構成しないことになる。だが、絵画のようなものになると、全部引用
に関して問題が生じる。つまり、資料的な意味における引用ではなく、鑑賞用に利用される
場合には公正な慣行に合致しないことになる、との見解が存するからである46)しかし、パ
ロディの場合、もちろん商標パロディも含めて、批評といった目的のために元の作品を利用
するわけであるから、ただ単にそっくりそのまま利用するのとは異なる。そうなると、改変
利用ということで、改変権の問題も当然生じるわけではあるが、それはさておき、文章によ
る批評においてはそのために必要な他の文章の引用が認められる。それと同じように、給に
よる批評を加えるために他の絵画たる作品を利用するわけであり、ただ文章による場合と異
なることは、絵や図の性質として大部分の利用が必要になるということである。それゆえ、
商標パロディが絵による批評の一形態として考えることができることから、パロディストの
思想等を表現するのにどうしても必要な量であるならば、批評等の目的からして正当な範囲
内とみられる可能性があるものといえる47)さらにまた、絵による批評の場合には性質上、
必然的に「改変」による利用が不可欠なものとなり、同一性保持権との関係においても検討
しなければならない。なお、文字のみから成る商標パロディの場合、元の文字商標自体、非
常に短いものであることから、絵画と同じことがいえるであろう。それゆえ、著作権法の「引
45)拙稿「著作権法第20条2項4号の解釈と表現の自由」著作権研究17号、有斐閣、 123貢-145貢。
46)加戸守行『著作権法逐条講義(新版)』著作権情報センター、 1991、 193貢。
47)加戸、前掲書、 194貢。
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用」の規定を類推できる可能性があるものと考えられないであろうか。
つぎに、商標パロディは原著作物を改変利用することになるから、前述のとおり、同-性
保持権について考察する必要がある。著作権法20条2項4号は、 「・-・・著作物の性質並びにそ
の利用の目的及び態様に照らしやむを得ないと認められる改変」は同一性保持権の侵害とは
ならない旨、規定しているため、とくに、パロディといった、改変による利用に対して考慮
されるべき規定である。しかし、いわゆるモンタージュ事件での最高裁が述べるように48)、
「他人の許諾なくして利用することが許されるのは、他人の著作物における表現形式上の本
質的な特徴をそれ自体として直接感得させないような態様においてこれを利用する場合に限
られる」のであれば、もはやパロディ表現はわが国においてすべて許されないことになるで
あろう。いかなる場合においてもパロディ表現が許されないのであれば、これは適用上違憲
の問題として考慮すべき事柄ではないかと思われる。さらにまた、同条項にもとづいてもパ
ロディが著作者人格権侵害となるのであれば、同条項自体に文面上違憲もしくは全面違憲の
理論49)の問題が生じるものではないとしても、表現の萎縮的効果が生じるおそれがあり、憲
法上、非常に大きな問題をはらんでいるものといえよう。
七　むすび
商標パロディは、思想を表明するための一手段であることを思えば、表現の自由の保障の
範囲内にあるものと考えられるOただ、商標パロディは他のオリジナルな商標を利用し、そ
こに改変を加えることから、当該商標の権利者の利益とパロディストの利益との間で抵触が
生じることは避けられない。その場合において、商標特有の問題としての「混同」であると
か「稀釈化」といった事柄について検討する必要があることはいうまでもない。しかし、そ
れが政治的言論に属するものであるとか、あるいは、公害問題に対する警鐘といった類のも
のであるならば、混同が生じるおそれ等があったとしても、商標パロディを認めざるを得な
い場合が当然予想される。そして、その場合には、パロディストの意図といったものが考慮
されなければならない。しかし、稀釈化現象に関しては客観的な面だけが問題とされ、パロ
ディストの意図といったものは無視されるおそれがある。このことは、商標パロディが公の
利益に関するものであったとしても、パロディストが有する利益を満足させることが不可能
となることを意味する。
それゆえ、最終的には、憲法が保障するところの、表現の自由を考慮する必要が生じるこ
とになるであろう。しかし、表現の自由といえどもまったく無制限に保障されるものでない
48)最(小)判昭和55- 3 -28。
49)高橋和之『憲法判断の方法』有斐閣、 1995、 144貢O
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ことはいうまでもない。そこで、私人間における利益の抵触について、そのもっとも有効な
基準となるものとして、利益衡量があげられる。
ところで、利益衡量には、事件別衡量テストと限界確定衡量テストとがあり、いずれの基
準もかような抵触を解決する手段としては妥当であると考えるが、前者が個々の利益を個別
に衡量するのに対して、後者は、一定のルールといったものを導き出す点において優れてい
るといえよう。なぜなら、ルールができれば、将来も生じるであろう同様のケースにおいて
当該ルールが適用されることになり、ひいては、パロディスト自らが萎縮的効果により商標
パロディという表現を差し控えるという危険性を回避できると思われるからである。
